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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第２四半期連結
累計期間

第64期
第２四半期連結
会計期間

第63期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 19,161,591 9,497,019 70,438,641

経常利益（千円） 125,240 263,529 1,214,640

四半期（当期）純利益（千円） 594,637 730,906 902,317

純資産額（千円） － 21,999,874 23,576,064

総資産額（千円） － 73,524,281 62,984,394

１株当たり純資産額（円） － 301.65 307.15

１株当たり四半期（当期）純利益

（円）
8.32 10.22 12.61

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 29.3 34.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△3,298,570 － 5,957,377

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,122,925 － 148,777

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△83,299 － △3,674,901

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 3,972,857 5,381,022

従業員数（名） － 808 923

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していま

せん。

　　　　２　売上高には、消費税等は含まれていません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。
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２【事業の内容】

  当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

　前連結会計年度まで連結子会社であったゴルフ場事業における木曽高原開発㈱につきましては、実質支配力が無く

なったため、第１四半期連結会計期間から持分法適用の関連会社としていましたが、当社が所有する株式をすべて売

却したため、当第２四半期連結会計期間から持分法適用の関連会社より除外しました。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 808 (24)　

　（注）１．従業員数は就業人員数です。

２．従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員です。　

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 580 (－)　

　（注）　従業員数は就業人員数です。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業及び開発事業では生産実績を定義することが困難であ

り、建設事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐいません。

　また、当社グループにおいては建設事業以外では受注生産形態をとっていません。

　したがって受注及び販売の状況については「３　財政状態及び経営成績の分析」における各事業の種類別セグメン

トの業績に関連付けて記載しています。

　当社グループは、建設事業以外では受注生産形態をとっていないため、連結ベースでの事業別受注・売上・繰越高の

状況は作成していません。

　なお、提出会社単独の事業の状況は、以下のとおりです。

　  １.建設事業部門

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分
期首繰越工事高
（千円）

期中受注工事高
（千円）

計
（千円）　

期中完成工事高
（千円）

期末繰越工事高
（千円）

 当第２四半期累計期間

 

（自平成20年４月１日

　　至平成20年９月30日）

建築工事 63,859,909 17,984,441 81,844,350 15,150,319 66,694,031

土木工事 12,172,538 1,620,524 13,793,062 2,787,208 11,005,854

計 76,032,447 19,604,965 95,637,412 17,937,527 77,699,885

前事業年度

 

（自平成19年４月１日

　　至平成20年３月31日）

建築工事 37,360,086 75,039,401 112,399,487 48,539,578 63,859,909

土木工事 11,126,345 10,912,944 22,039,289 9,866,751 12,172,538

計 48,486,431 85,952,345 134,438,776 58,406,329 76,032,447

　（注）上記金額には消費税等は含まれていません。

　　　　１　前事業年度以前に受注した工事で契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその増減額を

含めています。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。

２　期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致します。

　

(2）受注工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

当第２四半期会計期間

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

建設工事 425,170 6,264,540 6,689,710

土木工事 804,356 235,338 1,039,694

計 1,229,526 6,499,878 7,729,404

（注）　上記金額には消費税等は含まれていません。

　

　　　(3）完成工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

当第２四半期会計期間

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

建設工事 25,961 7,836,517 7,862,478

土木工事 5,215 983,784 988,999

計 31,176 8,820,301 8,851,477

　（注）上記金額には消費税等は含まれていません。

　　　　１　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は次のとおりです。

当第２四半期連結会計期間

建設工事　　株式会社　アローリゾートコーポレーション　　　　978,740千円　　11.1％

２　建設事業の完成工事高は、その計上時期が第４四半期連結会計期間に集中する傾向があるため、第４四半期連

結会計期間に比べ、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間の計上額が相対的に少なくなると

いう季節的要因があります。
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(4）繰越工事高（平成20年９月30日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

建設工事 8,357,049 58,336,982 66,694,031

土木工事 8,114,237 2,891,617 11,005,854

計 16,471,286 61,228,599 77,699,885

　（注）　上記金額には消費税等は含まれていません。

　

２．開発事業部門

(1）売上高

区分

当第２四半期会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

件数 金額（千円）

土地 － －

建物 － －

賃貸不動産収入 9 33,843

その他 2 1,414

計 11 35,257

　（注）上記金額には消費税等は含まれていません。
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２【経営上の重要な契約等】

    　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

　      当第２四半期連結会計期間における我が国経済は、サブプライムローン問題に端を発する世界経済の減速の影響を

受け、内外需共に低調に推移しました。株価の急落、円高など内外の金融、資本市場が混乱の様相をみせており、今後

実体経済への波及が懸念されます。

　かかる状況下におきまして、当社グループの当第２四半期連結会計期間における連結売上高は94億９千７百万円と

なりました。損益面につきましては、営業利益が１億６千７百万円、経常利益が２億６千４百万円、四半期純利益が７

億３千１百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

①建設事業　　　　　　　建設事業は、工事の完成時期が年度後半に集中する傾向があります。当第２四半期連結会計期間

におきましては、完成工事高88億５千１百万円、営業利益１億４千２百万円となりまし

た。

②開発事業　　　　　　　開発事業におきましては、当第２四半期連結会計期間中に開発案件の完成が無かったため、主に

賃貸不動産収入により売上高３千５百万円、営業利益１千５百万円となりました。

③ゴルフ場事業　　　　　ゴルフ事業におきましては、前連結会計年度まで連結子会社であった木曽高原開発㈱が、第１

四半期連結会計期間より持分法適用の関連会社となっていましたが、当社が所有する株

式をすべて売却したため、当第２四半期連結会計期間から持分法適用の関連会社より除

外しました。川中嶋土地開発㈱１社による売上高は１億５百万円、営業利益１千３百万円

となりました。

④ホテル事業　　　　　　ホテル事業におきましては、前連結会計年度まで連結子会社であったキタノアームスコーポ

レーション及びハクバイインクの２社が、第１四半期連結会計期間より持分法適用の関

連会社となったため、ソロモンキタノメンダナホテルリミテッド及びウェスタンサモア

キタノリミテッドの２社による売上高は１億３千４百万円、営業損失１千３百万円とな

りました。

　　　⑤広告代理店事業　　　　広告代理店事業におきましては、同業他社との受注競争が引き続く中、売上高は３億９千５百万

円、営業利益９百万円となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は39億７千３百万円とな

り、第１四半期連結会計期間末に比べ14億８千１百万円の減少となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　営業活動による資金の減少13億７千６百万円の主な内訳は、未成工事支出金等の増加により資金が79億７千７百万円

減少し、未成工事受入金の増加により資金が49億９千１百万円増加し、仕入債務の増加により資金が10億５千４百万

円増加したためです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　投資活動による資金の減少８千２百万円の主な内訳は、貸付金の回収により資金が２億１百万円増加し、有形固定資産

の取得により資金が１億２千４百万円減少し、投資有価証券の取得により資金が８千９百万円減少したためです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　財務活動による資金の減少３百万円の主な内訳は自己株式の取得による支出により資金が７百万円減少し、短期借入

金の増加により資金が３百万円増加したためです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10,760千円です。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

  当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 78,368,532 78,368,532
東京証券取引所

（市場第一部）
－

計 78,368,532 78,368,532 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～
平成20年９月30日 － 78,368,532 － 9,116,492 － －
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

北野　貴裕 東京都品川区 4,938 6.30

北野合同建物株式会社 東京都千代田区平河町２丁目16番15号 4,686 5.98

株式会社テル・コーポレー

ション
東京都渋谷区代々木４丁目42番19号 4,181 5.33

財団法人北野美術館 長野市若穂綿内7963番地２ 3,563 4.54

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,500 4.46

株式会社八十二銀行 長野市中御所字岡田178番地８号 3,498 4.46

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18番６号 3,166 4.04

北野　次登 東京都品川区 2,630 3.35

学校法人北野学園 上田市大字下之郷三郎山乙620 1,746 2.22

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,456 1.85

計 － 33,364 42.57

　（注）　上記のほか、自己株式が6,585千株（8.40％）があります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

普通株式

（自己保有株式）

6,585,000

普通株式

（相互保有株式）

475,000

－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他）（注）
普通株式

70,137,000
70,135 同上

単元未満株式
普通株式

1,171,532
－ 同上

発行済株式総数 78,368,532 － －

総株主の議決権 － 70,135 －

　（注）　完全議決権株式（その他）の中には、株主名簿上は当社名義になっていますが、実質的に所有していない株式　　

2,000株が含まれています。これらによる議決権２個は議決権の個数の計算から除いています。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式） 　     

北野建設株式会社
長野市県町

524番地
6,585,000 － 6,585,000 8.40

（相互保有株式） 　     

株式会社アサヒ

エージェンシー

長野市問御所

1306番地１
475,000 － 475,000 0.60

計 － 7,060,000 － 7,060,000 9.00

　（注）　この他に株主名簿上は当社名義になっていますが、実質的に所有していない株数が２千株（議決権２個）ありま

す。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれていますが議決権の個数

の計算から除いています。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 230 246 246 243 242 223

最低（円） 211 224 220 222 212 201

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

３【役員の状況】

　　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しています。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,261,777 5,634,342

受取手形・完成工事未収入金等 6,351,649 7,984,804

販売用不動産 302,958 698,055

未成工事支出金 28,840,513 13,311,733

開発事業等支出金 5,361,446 5,300,463

その他のたな卸資産 ※1
 47,714

※1
 62,546

繰延税金資産 569,469 592,827

その他 5,682,034 1,229,661

貸倒引当金 △76,142 △73,284

流動資産合計 51,341,418 34,741,147

固定資産

有形固定資産

土地 7,462,718 8,216,137

その他 12,803,652 20,119,161

減価償却累計額 △6,840,174 △9,557,811

有形固定資産計 13,426,196 18,777,487

無形固定資産 58,633 634,396

投資その他の資産

投資有価証券 4,884,657 5,133,331

長期貸付金 3,099,276 3,102,611

繰延税金資産 932,154 853,488

その他 1,348,942 1,361,016

貸倒引当金 △1,566,995 △1,619,082

投資その他の資産計 8,698,034 8,831,364

固定資産合計 22,182,863 28,243,247

資産合計 73,524,281 62,984,394
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 18,378,508 14,893,391

短期借入金 3,500,000 4,042,871

未払法人税等 54,296 52,432

未成工事受入金 22,333,584 10,614,632

引当金 1,005,435 1,059,423

その他 1,341,692 835,856

流動負債合計 46,613,515 31,498,605

固定負債

退職給付引当金 525,518 547,722

役員退職慰労引当金 － 985,824

会員預り金 3,539,800 6,169,750

その他 845,574 206,429

固定負債合計 4,910,892 7,909,725

負債合計 51,524,407 39,408,330

純資産の部

株主資本

資本金 9,116,492 9,116,492

資本剰余金 7,425,829 7,426,006

利益剰余金 6,258,797 6,234,950

自己株式 △1,848,102 △1,840,671

株主資本合計 20,953,016 20,936,777

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 737,508 1,096,102

繰延ヘッジ損益 △3,557 △16,809

為替換算調整勘定 △118,923 △47,597

評価・換算差額等合計 615,028 1,031,696

少数株主持分 431,830 1,607,591

純資産合計 21,999,874 23,576,064

負債純資産合計 73,524,281 62,984,394
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高

完成工事高 17,937,511

兼業事業売上高 1,224,080

売上高合計 19,161,591

売上原価

完成工事原価 16,201,871

兼業事業売上原価 809,116

売上原価合計 17,010,987

売上総利益

完成工事総利益 1,735,640

兼業事業総利益 414,964

売上総利益合計 2,150,604

販売費及び一般管理費 ※1
 2,035,520

営業利益 115,084

営業外収益

受取利息 11,841

受取配当金 44,214

持分法による投資利益 4,245

会員権引取差額 56,168

その他 15,391

営業外収益合計 131,859

営業外費用

支払利息 82,499

為替差損 21,160

その他 18,044

営業外費用合計 121,703

経常利益 125,240

特別利益

投資有価証券売却益 429,141

関係会社株式売却益 519,974

その他 690

特別利益合計 949,805

特別損失

投資有価証券評価損 31,680

販売用不動産評価損 221,333

その他 7,839

特別損失合計 260,852

税金等調整前四半期純利益 814,193

法人税、住民税及び事業税 23,231

法人税等調整額 178,747

法人税等合計 201,978

少数株主利益 17,578

四半期純利益 594,637
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高

完成工事高 8,851,461

兼業事業売上高 645,558

売上高合計 9,497,019

売上原価

完成工事原価 7,912,351

兼業事業売上原価 403,819

売上原価合計 8,316,170

売上総利益

完成工事総利益 939,110

兼業事業総利益 241,739

売上総利益合計 1,180,849

販売費及び一般管理費 ※1
 1,013,940

営業利益 166,909

営業外収益

受取利息 4,392

受取配当金 4,308

持分法による投資利益 150,091

会員権引取差額 37,476

その他 4,501

営業外収益合計 200,768

営業外費用

支払利息 41,775

為替差損 44,849

その他 17,524

営業外費用合計 104,148

経常利益 263,529

特別利益

関係会社株式売却益 519,974

その他 203

特別利益合計 520,177

特別損失

投資有価証券評価損 31,680

その他 1,115

特別損失合計 32,795

税金等調整前四半期純利益 750,911

法人税、住民税及び事業税 8,531

法人税等調整額 △12,277

法人税等合計 △3,746

少数株主利益 23,751

四半期純利益 730,906
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 814,193

減価償却費 149,852

持分法による投資損益（△は益） △4,245

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,646

退職給付引当金の増減額（△は減少） 17,895

その他の引当金の増減額（△は減少） △324,057

受取利息及び受取配当金 △56,055

支払利息 82,499

投資有価証券売却損益（△は益） △423,294

関係会社株式売却損益（△は益） △519,974

為替差損益（△は益） 23,353

売上債権の増減額（△は増加） 1,575,143

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △15,589,762

たな卸資産の増減額（△は増加） 233,450

その他の流動資産の増減額（△は増加） △5,179,932

仕入債務の増減額（△は減少） 3,628,598

未成工事受入金の増減額（△は減少） 11,718,952

その他 538,326

小計 △3,298,412

利息及び配当金の受取額 56,055

利息の支払額 △82,499

法人税等の支払額 26,286

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,298,570

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △315,041

有形固定資産の売却による収入 7,319

投資有価証券の取得による支出 △498,763

投資有価証券の売却による収入 770,689

貸付金の回収による収入 2,257,518

その他 △98,797

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,122,925

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 500,000

自己株式の取得による支出 △9,373

配当金の支払額 △570,791

少数株主への配当金の支払額 △2,800

その他 △335

財務活動によるキャッシュ・フロー △83,299

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,193

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,256,751

現金及び現金同等物の期首残高 5,381,021

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△151,413

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,972,857
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1)連結の範囲の変更

　  前連結会計年度まで連結子会社であった木曽高原開発㈱、キタノアームスコーポレー

ション及びハクバイインクの３社については、実質支配力が無くなったため、第１四半

期連結会計期間から持分法適用の関連会社とし、連結の範囲より除外しています。

(2)変更後の連結子会社の数

　 ４社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

(1)持分法適用関連会社

　　 キタノアームスコーポレーション及びハクバイインクの２社については、実質支配力

が無くなったため、第１四半期連結会計期間から持分法適用の関連会社に含めていま

す。

　　　また、前連結会計年度まで連結子会社であった木曽高原開発㈱については、実質支配力

が無くなったため、第１四半期連結会計期間から持分法適用の関連会社に含めていま

したが、当社が保有する株式をすべて売却したため、当第２四半期連結会計期間から

持分法適用の関連会社より除外しています。

(2)変更後の持分法適用関連会社の数

   ４社

３．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

　　 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原価

法によっていましたが、第１四半期連結会計期間より「たな卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主と

して個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しています。

　　これにより、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益が、221,333千円

減少しています。

　 （2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用

　　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用していま

す。

　　なお、これによる損益に与える影響はありません。

　  （3）リース取引に関する会計基準の適用

　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっていましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸

表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間から

これらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっています。また、

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

　　 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用し

ています。

　　 また、この変更による損益に与える影響は軽微です。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっています。

 ２．法人税等の算定方法 　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なも

のに限定する方法によっています。

 ３．繰延税金資産及び繰延税

　金負債の算定方法

　 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっています。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　   該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社の機械装置の耐用年数については、平成20年度法人税法の改正を契機として見直しを行い、第１四半期連結会計

期間より改正後の法人税法に基づく耐用年数を適用しています。

これによる損益に与える影響は軽微です。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　その他のたな卸資産の内訳

材料貯蔵品 13,730千円

商品 33,984 

※１　その他のたな卸資産の内訳

材料貯蔵品 12,340千円

商品 50,206 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額　

は次のとおりです。

従業員給料及び手当 683,074千円

賞与引当金繰入額 106,530 

減価償却費 110,780 

 　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期

連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会

計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に

比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多く

なるといった季節的変動があります。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額　

は次のとおりです。

従業員給料及び手当 366,136千円

賞与引当金繰入額 22,617 

減価償却費 61,012 

 　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期

連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会

計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に

比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多く

なるといった季節的変動があります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

現金預金勘定 4,261,777千円　

預入期間が３か月を超える定期

預金 △288,920
 

現金及び現金同等物 3,972,857 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 78,368,532株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 6,867,917株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。　

４．配当に関する事項

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 574,591 8.0  平成20年３月31日  平成20年６月30日
利益剰余

金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

　
建設事業
（千円）

開発事業
（千円）

ゴルフ場事
業（千円）

ホテル事業
（千円）

広告代理店
事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高         

(1）外部顧客に

対する売上

高

8,851,461 35,256 104,902 133,733 371,667 9,497,019 － 9,497,019

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

16 － 258 212 23,021 23,507 (23,507) －

計 8,851,477 35,256 105,160 133,945 394,688 9,520,526 (23,507) 9,497,019

営業利益

又は営業損失(△)
141,634 14,589 12,985 △13,259 8,557 164,506 2,403 166,909

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　
建設事業
（千円）

開発事業
（千円）

ゴルフ場事
業（千円）

ホテル事業
（千円）

広告代理店
事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高         

(1）外部顧客に

対する売上

高

17,937,511 88,982 201,684 231,533 701,881 19,161,591 － 19,161,591

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

16 － 317 1,582 56,256 58,171 (58,171) －

計 17,937,527 88,982 202,001 233,115 758,137 19,219,762 (58,171) 19,161,591

営業利益

又は営業損失(△)
114,122 3,293 13,459 △34,219 17,112 113,767 1,317 115,084

　（注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しています。

ただし、開発事業につきましては、今後の開示対象のセグメントの継続性を考慮して、開発事業等売上高より

区分しています。

２．各事業区分に属する主要な内容

建設事業：建築・土木その他建築工事全般に関する請負事業

開発事業：自社開発等による不動産販売に関する事業

ゴルフ場事業：ゴルフ場経営に関する事業

ホテル事業：ホテル経営に関する事業

広告代理店事業：広告代理店経営に関する事業　

３．ゴルフ場事業及びホテル事業における連結子会社の異動について

　前連結会計年度まで連結子会社であったゴルフ場事業における木曽高原開発㈱につきましては、実質支配

力が無くなったため、第１四半期連結会計期間から持分法適用の関連会社としていましたが、当社が所有す

る株式をすべて売却したため、当第２四半期連結会計期間から持分法適用の関連会社より除外しました。

　また、前連結会計年度まで連結子会社であったホテル事業におけるキタノアームスコーポレーション及び

ハクバイインクの２社については、実質支配力が無くなったため、第１四半期連結会計期間から持分法適用

の関連会社としています。
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【所在地別セグメント情報】

　当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がい

ずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。

【海外売上高】

　当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）において海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記

載を省略しています。

（有価証券関係）

　著しい変動はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　著しい変動はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 301.65円 １株当たり純資産額 307.15円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（千円） 21,999,874 23,576,064

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

431,830 1,607,591

（うち少数株主持分） (431,830) (1,607,591)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（千円）

21,568,044 21,968,473

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（千株）

71,501 71,524

　

２．１株当たり四半期純利益

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益 8.32円

 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していません。　

１株当たり四半期純利益 10.22円

 

同左

 

　

　（注）１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益（千円） 594,637 730,906

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 594,637 730,906

期中平均株式数（千株） 71,512 71,507

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月６日

北野建設株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内山　敏彦　　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 月本　洋一　　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北野建設株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北野建設株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管

しています。

　　　　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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